
再就職者
の人数

現在の
職名

独法での
最終職名

取引高 取引割合

インターネット適性診
断システム用プリン
ターに係る消耗品の購
入及び発送(単価契約)

理事長
濱　隆司

令和3年4月1日
東京都台東区柳橋2-16-20
株式会社東京ディエスジャパ
ン

9010501009365

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

4,864,772 ― ― ― ― ― ―
単価契約
契約金額は調達予定総額

インターネット適性診
断システム用高速印刷
機に係る消耗品の購入
及び発送（単価契約）

理事長
濱　隆司

令和3年4月1日
東京都台東区駒形2-2-10
株式会社オフィスネット

7010501025397

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

13,133,450 ― ― ― ― ― ―
単価契約
契約金額は調達予定総額

トレンドマイクロ社製
ソフトウェアのライセ
ンスの更新

理事長
濱　隆司

令和3年4月1日
東京都江東区豊洲5-6-15
Dynabook株式会社

8010601034867

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

1,935,560 ― ― ― ― ― ―

高速印刷機及び複写機
用再生紙の購入(単価
契約)

理事長
濱　隆司

令和3年4月1日
東京都千代田区飯田橋2-18-4
株式会社大塚商会

1010001012983

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

5,278,251 ― ― ― ― ― ―
単価契約
契約金額は調達予定総額

令和3年度自動車事故
対策機構車自動車保険
契約

理事長
濱　隆司

令和3年4月1日
東京都渋谷区恵比寿1-28-1
あいおいニッセイ同和損害保
険株式会社

3011001027739

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

2,568,300 ― ― ― ― ― ―

2021年度指導講習動画
配信方式の映像教材の
制作

理事長
濱　隆司

令和3年4月1日
東京都千代田区神田駿河台2-
5
株式会社毎日映画社

9010001029962

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

1,870,000 ― ― ― ― ― ―

令和2年度自動車アセ
スメント結果発表会の
運営に関する業務

理事長
濱　隆司

令和3年4月1日
東京都墨田区押上1-1-2
東武トップツアーズ株式会社

4013201004021

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

7,981,001 ― ― ― ― ― ―

書類の保管サービス
(単価契約)

理事長
濱　隆司

令和3年4月1日
東京都江東区枝川1-10-22
富士倉庫運輸株式会社

2010601028164

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

5,920,695 ― ― ― ― ― ―

(複数年度契約)
令和3年4月1日～令和8年4月
30日
単価契約
契約金額は調達予定総額

指導講習用教材等の配
送及び保管業務(令和3
年度単価契約)

東京主管支所長
永島　和弘

令和3年4月23日
東京都足立区千住宮元町28-6
太成倉庫株式会社

3011801009341

同種の他の契約
の予定価格を類
推されるおそれ
があるため公表
しない

2,019,600 ― ― ― ― ― ―
単価契約
契約金額は調達予定総額

法人番号

入札による契約の公表（令和3年4月）
別記様式１　（第３８条の２第５項関係）

契約工事、物品等又は
役務の名称及び数量

契約事務権限者
の役職及び氏名

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

予定価格 契約金額 落札率

当機構OBの再就職に係る情報 当機構との取引に係る情報

備　考



再就職者
の人数

現在の
職名

独法での
最終職名

取引高 取引割合

法人番号

入札による契約の公表（令和3年4月）
別記様式１　（第３８条の２第５項関係）

契約工事、物品等又は
役務の名称及び数量

契約事務権限者
の役職及び氏名

契約を締結した日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

予定価格 契約金額 落札率

当機構OBの再就職に係る情報 当機構との取引に係る情報

備　考

（注１）「当機構ＯＢの再就職に係る情報」の各欄には、契約締結日時点の情報を掲載しています。

（注３）総合評価落札方式に依った場合は、その旨備考欄に記載のこと。

（注２）「当機構との取引に係る情報」の「取引高」欄には、契約締結時点での契約先の直近の財務諸表の対象事業年度における当機構との取引高を、「取引割合」欄には、当該事業年度における
　　　　総売上高又は事業収入に占める当機構との取引高の割合につき、1/3以上1/2未満、1/2以上2/3未満、または2/3以上のいずれに該当するかを掲載しています。

（注４）単価契約である場合は、契約金額欄に契約単価または予定調達総額を記載するとともに、備考欄に単価契約である旨及び契約金額欄に単価を記載した場合には予定調達総額を記載する。

（注５）他の契約の予定価格を類推されるおそれがあると認められる場合は予定価格を非公表としています。


